
（公共工事の品質確保強化に向けた共済制度設計モデル構築支援事業申請書の様式）               
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成１６年　　月　　日
財団法人　建設経済研究所　理 事 長　殿

                                　　　　

【事　業　者　名】（建設業者団体名）

【住　　　　　所】

　　　　　　　　　　　　　　　　　　【代表者名】　　　　　　　　　　　       印
　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　【連絡担当者名】
　　　　　　　　　　　　　　　　　　 （TEL）
                                     （FAX）
                                     （E-mail）
                                 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
「公共工事の品質確保強化に向けた共済制度設計モデル構築支援事業」

申　請　書
　標記の事業について、【別紙１】事業者概要書、【別紙２】公共工事の品質確保強化に向けた共済制度設計モデル構築支援事業実施計画書、【別紙３】経費明細書（支援要望額）を提出いたします。
                                              記
１．事業者の概要
　　※ 「【別紙１】事業者概要書」に沿って、事業者の概要についてご記入ください。
２．事業計画の内容
※　｢【別紙２】公共工事の品質確保強化に向けた共済制度設計モデル構築支援事業実施計画書｣（３枚もの）に沿って、事業計画の内容についてご記入ください。

※　なお、事業実施にあたり参考となる資料があれば、申請書にあわせて添付してください。

３．事業に要する経費の配分

※ 「【別紙３】経費明細書」に沿って、本事業に係る必要経費についてご記入ください。
（添付書類）
    建設業者団体の関係書類
　　　・定款・寄付行為等
　　　・直近年度の事業報告及び決算関係書類
　　　・最新の事業計画及び収支予算書等

　　　・役員企業の商業登記簿謄本

※　締切日までにすべて取り揃えられない場合、とりあえず提出できる書類を提出のこと。審査過程で必要があれば、追加資料の提出を依頼することがあります。
【別紙１】
事業者概要書

１．事業者（建設業者団体）の名称及び所在地
２．代表者の氏名及び役職並びに住所
３．設立の経緯、事業活動の状況
    ※　活動状況など事業者の実態がわかるよう、できるだけ具体的に記述してください。
４．事業者（建設業者団体）の状況

　　●会員企業数（　　）社　〔平成１６年　月末現在〕

　　●直近年度の収支（平成１５年度）

　　　（収入）会費収入等（　　　　）千円　　　（支出）管理費等（　　　　）千円
　　　　　　　そ　の　他（　　　　）千円　　　　　　　事業費（　　　　）千円
　　　　　　　合　　　計（　　　　）千円　　　　　　　その他支出（　　　　）千円
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　　　　 合計（　　　　）千円
　　　※　科目は適宜変更していただいて結構です。
　　●役員企業の状況
	役職名
	企業名
	資本金

（万円）
	従業員数（人）
	直近の業績〔売上高・経常利益・当期利益〕

（百万円）

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	


                                                          　（必要に応じて欄を追加してください）
※　事業者（建設業団体）の役員企業についてすべて記述してください。記述にあたっては、各企業の実態が分

かるようご留意ください。
５．本事業担当窓口
	担当責任者・役職
	

	ＴＥＬ
	
	ＦＡＸ
	
	e-mail
	


【別紙２】の１枚目
公共工事の品質確保強化に向けた共済制度設計モデル構築支援事業実施計画書
	１．事業の概要
　　※　事業の概要について簡潔に記載してください。
  

	２．事業者

	名　称（　　　　　　　　　　　　）
電　話（　　　　　　　　　　　　）
ＦＡＸ（　　　　　　　　　　　　）
E-mail（　　　　　　　　　　　　）
	会員企業数

	社

（うち本事業に参加が見込まれる企業数：　社）

	３．主たる事業実施地
　　　（都道府県名及び市区町村名）
	

	４．事業実施を希望する理由等
(1)背景
　　　※　事業者の現状や抱える問題点・課題等を具体的に記載してください。
　(2)事業実施の必要性

※　上記の問題点･課題等を改善する上で、本事業をどのように活用するのか等について具

体的に記載して下さい。



【別紙２】の２枚目

	５．事業計画及びスケジュ－ル等

　(1)事業内容
※　事業内容（特に調査の手法）について詳細に記載してください。
※　弁護士、公認会計士、税理士、保険数理人等の専門家を活用する場合、具体的に記載し

てください。
　(2)事業実施体制
  　※　事業実施にあたり、事業者としてどのような体制を構築して臨むのか、具体的に記載し

てください。
　(3)事業実施スケジュール
　　　※　線表等を用いて具体的に記載してください。
  　　※　事業期間を記載して下さい。
　　　　　（開始予定：契約締結日～完了予定日：平成　年　月　日）



【別紙２】の３枚目

	 (4)業務の委託（業務委託する場合は記載してください。）
　　　※　委託理由、委託予定先、委託先選定理由、委託の内容、委託期間等を記載してください。


	６．期待される効果
   ※　本事業実施により期待される効果を具体的に記載してください。
　

	７．他の公的補助金等の交付の有無
※　当該テーマで他の公的な補助金等(本補助金の今回申請地域外での交付を含む)の交付を受

けているかあるいは受ける予定か又は過去に受けたことがあるならその補助金等の名称、金

額、交付年度について記載してください。



【別紙３】

経費明細書（支援要望額）
                                                                          (単位：円)
	区　分
	科　目
	予 算 額
	積 算 内 訳

	事　業　費

	
	
	

	一般管理費

	
	
	

	　小　計
	
	
	

	消費税及び
地方消費税
	
	
	

	　合　計
	
	
	


　 
※　必要経費については、各費用毎に積算根拠（単価、数量等）を示しながら積み上げてください。
　　
　※　以下の費目は対象外となります。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  
　　　①　一般的な事業者の運営経費(事務所賃借料、人件費、水道光熱費等)。
　　　②　事業立ち上げに伴う事務所開設のための家賃、保証費、敷金、内装・改装費等。　　
      ③　事業立ち上げに伴う事務所移転に係る移転費用、原状回復費等。　
　※　各費用の使途・積算等については次頁の【参考】をご覧ください。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
 【参考】経費明細書（支援要望額）　　　　                                      (単位：円)
	区分
	科目
	予算額
	積算内訳
	計上可能使途

	事　業　費

	調査・分析及び報告書作成費

委員会費
  謝金
    委員謝金
    講師謝金
  委員等旅費
    委員旅費
    講師旅費
  会議費

調査旅費
研修会等参加費
研修会等開催費
  借料
通信運搬費
資料情報収集費
ｱﾙﾊﾞｲﾄ雇用費
印刷製本費
  資料印刷費
  報告書印刷費
消耗品費
	
	
	●事業実施に必要な調査・分析・検討及び報告書作成に必要な委託費及びコンサルタント費

●事業実施に必要な検討費用
（外部招聘委員や外部講師、アドバイザーに

対する謝金及び旅費）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

●会議開催等に伴う茶代

●事業実施に必要な職員等の情報収集旅費 
●知見向上のための研修会等参加費
●受講費
●事業実施に伴う試行的事業実施費 
●会場借上費（付帯設備を含む）及び支援機材の借上料
●事業実施に必要な通信運搬費(電話料、郵便料等)
●図書購入費等
●委員会及び研修会用資料等
●事業実施報告書
●事業実施に必要な事務用品費

	一般管理費
	
	
	
	●事業費の10%以内
 　(上記費用以外の必要経費を指す)

	小　計
	
	
	
	

	消費税及び
地方消費税
	
	
	
	

	合　計
	
	
	
	


　 
※必要経費については、各費用毎に積算根拠（単価、数量等）を示しながら積み上げてください。





※以下の費目は対象外となります。


　


一般的な事業者の運営経費。(事務所賃借料、人件費、水道光熱費等)


事業立ち上げに伴う事務所開設のための家賃、保証費、敷金、内装・改装費等。　　


事業立ち上げに伴う事務所移転に係る移転費用、原状回復費等。








